
岩美町特定事業主行動計画 

～育児と仕事の両立を目指して職員みんなで支え合おう～ 

 

 

 

平成２９年３月 

 

 

 

   岩 美 町 長 

岩 美 町 議 会 議 長 

岩美町教育委員会 

岩美町選挙管理委員会 

岩美町代表監査委員 

岩美町農業委員会 

 

 

 

Ⅰ はじめに 

  平成１５年に策定された次世代育成支援対策推進法において、地方公共団

体・企業等がそれぞれの立場から、次代を担う子どもが健やかに生まれ育てられ

る社会づくりを目指した取組みを推進することとなりました。 

岩美町においても、「岩美町特定事業主行動計画」を策定し、職員が子育てし

やすい環境づくりを進め、子育て支援の取組みを実施してきました。 

このたび、次世代育成支援対策推進法が平成３７年３月３１日まで延長され

たことに伴い、「岩美町特定事業主行動計画」の見直しを行いました。 

今後は、この計画に基づいて、本町職員のライフワークバランスの推進に取り

組んで行きます。 

 

 

 

Ⅱ 計画期間 

 本計画の期間は、平成２９年度から平成３２年度までとします。 

 

 

 



Ⅲ 計画の推進体制 

（１）所管課による推進 

次世代育成支援対策を効果的に推進するため、担当する所管課を総務課

とし、仕事と子育ての両立等についての相談窓口となるほか、庁内 LANなど

を活用してこの計画を幅広く職員に周知し、計画の推進に努めます。 

また、ワークライフバランスの実現に向け、職員を取り巻く事情に応じた

働き方が選択できる環境づくりに取り組みます。 

 

（２）各管理職による推進 

   各管理職は、この計画の趣旨及び内容を十分に認識し、所属職員に対して、

この計画に掲げる各行動を促進するとともに、職員の仕事と子育ての両立

を図ることができるような職場の雰囲気づくりに努めます。 

 

 

 

Ⅳ 具体的な内容 

１ 勤務環境の整備 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

   妊娠中及び出産後を通じて母子の健康を適切に確保するため、次の取り

組みを行い、職場全体で母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

 ① 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度

について周知します。 

② 出産費用の給付等の経済的な支援措置について周知します。 

③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行う等適切な

配慮を行います。 

④ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、原則として時間外勤務を命

じないこととします。 

 

（２）男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

   男性職員の育児参加を促進するため、次の取り組みを行い、休暇制度の積

極的な活用を促します。 

 ① 「男性職員の育児参画の推進」を組織の目標とし、組織全体で取り組みま

す。 

 ② 各種休暇制度等、柔軟な働き方を可能とする制度を職員に周知します。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備 

   育児休業等に対する職員の意識改革を進めるため、次の取り組みを行い、



育児休業等を取得しやすい環境づくりに努めます。 

 ① 男性も育児休業、育児短時間勤務又は育児時間を取得できることについ

て周知します。 

 ② 育児休業手当金の支給等の経済的な支援措置について周知します。 

 ③ 職員が育児休業に入る際には、安心して休業できるよう職場内の仕事の

分担の見直しを行います。 

また、課内の人事配置等によって当該職員の業務を処理することが難し

いときは、任期付採用又は臨時的任用制度の活用を図ります。 

 ④ 育児休業等から円滑に復帰できるように、所属職場との連絡体制確保等

必要な支援を行います。 

 

 このような取組を通じて、平成３２年度までに男性の育児休業取得率を

１０％とすることを目標とします。 

 

（４）時間外勤務の縮減 

   時間外勤務は、本来、公務のための臨時又は緊急の必要がある場合に行わ

れる勤務であるという認識を深め、一層の縮減に向け、次の取り組みを行い

ます。 

 ① 小学校就学の始期に達するまでの子どもを育てる職員に対して、職業生

活と家庭生活の両立を支援するため、深夜勤務及び時間外勤務の制限の制

度について周知します。 

 ② 事務の簡素合理化の推進について、事務の整理合理化、外部委託による簡

素化に取り組むとともに、常に職員の意識改革を図りながら、業務量や事務

処理体制の見直しによる適正な人員配置を推進します。 

 ③ 管理職は、率先して早期退庁するとともに、勤務時間外の会議・打合せを

自粛するなど、職員が早期退庁しやすい環境づくりに努めます。 

 ④ 時間外勤務縮減のための取り組みの重要性について、管理職をはじめと

する職員全体で更に認識を深めるとともに、安易に時間外勤務が行われる

ことのないよう意識啓発等の取り組みを行います。 

 

（５）休暇の取得の促進 

   休暇の取得を促進するため、職員の休暇に対する意識の改革を図るとと

もに、職場における休暇の取得を容易にするため、次の取り組みを行います。 

 ① 管理職が職員の年次有給休暇の取得状況を把握し、計画的な年次有給休

暇の取得促進を図るとともに年次有給休暇を取りやすい雰囲気の醸成に努

めます。 

 ② ゴールデンウィーク期間や夏季休暇期間の前後における年次休暇の取得、



月曜日・金曜日と休日を組み合わせた年次休暇の取得促進を図ります。 

 ③ 子どもの看護を行う等のための特別休暇について、職員に周知を図ると

ともに、その取得を希望する職員が、円滑に取得できる雰囲気の醸成に努め

ます。 

 

 このような取組を通じて、平成３２年度までに年次有給休暇の平均取得

日数を１５日とすることを目標とします。 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１）子育てバリアフリー 

   外部からの来庁者の多い庁舎において、子どもを連れた人が気兼ねなく

来庁できるように、全職員が親切な対応に努めるなど、ソフト面でのバリア

フリーの取り組みを推進します。 

（２）子ども子育てに関する地域貢献活動 

 ① 地域やＮＰＯが行う子どもの健全育成に関する事業や障がい児団体が行

う事業に職員が積極的に参加することを支援します。 

 ② 子どもの多様な体験活動の機会の充実を図るため、職場見学や職場体験

に積極的に協力します。 

 ③ 子どもを交通事故から守るため、地域の交通安全活動への職員の積極的

な参加を支援します。 

 ④ 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の

自主的な防犯活動や少年の非行防止の活動等への職員の積極的な参加を支

援します。 


